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　令和元年 10 月に行われた消費税の増税では、逆進性の高い消費税の税率が 10％に引き


















　昭和 63 年（1988 年）7 月に竹下内閣は、「税制改革法案」、「所得税法の一部を改正する
法律案」、「地方税法の一部を改正する法律案」、「地方譲与税法案」、「地方交付税法の一部
を改正する法律案」および「消費税法案」を閣議決定し、国会に提出した。これらの税制
改革関連 6 法案は、野党に審議拒否されながらも、自民党・公明党・民社党の 3 党協調に
より同年 12 月に強行採決され、平成元年（1989 年）4 月 1 日から施行されている。





た（税制改革法第 7 条～第 10 条）。「消費税法」（昭和 63 年法律第 108 号）の公布・施行によっ
て、わが国における間接税体系・直間比率は大幅に変化し、昭和 24 年（1949 年）の「シャ




















　消費税と地方消費税の合計税率 5％は、平成 25 年（2013 年）の安倍内閣による税制改
正により、平成 26 年（2014 年）4 月 1 日から 8％、平成 27 年（2015 年）10 月 1 日から
10％に引き上げられることが法定されていた。ただし、経済低迷等により 10％の引上げは
平成 27 年 10 月には施行されず、令和元年（2019 年）10 月 1 日までに延期された。その
際には、酒類・外食を除く飲食料品、週 2 回以上発行される定期購読契約に基づく新聞に



































added tax：以下、VAT と略す）が、EEC（EC・EU の前身）の理事会で 1967 年に決議
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された第 6 指令「売上税の調和に関する指令」（Directive on the Harmonization Concerning 
Turnover Taxes）によって、EEC 加盟国の共通税として 1968 年に導入された 4)。








　英国は、1973 年 1 月に EC（EU の前身）に加盟する予定であったので、「1972 年財政法」
（Finance Act 1972）において VAT の採用を明らかにした後、1973 年の EC 加盟に伴い VAT
を 1973 年 4 月 1 日から導入した。VAT 導入時には、EC 加盟の条件として標準税率（standard 
rate）は 10％であったが、食料品・書籍・子供服等の一定の物品・サービス（goods and 
services）にゼロ税率（zero rate）が既に採用されている。1974 年 7 月 29 日に標準税率を 8％
に引き下げたため、石油に 25％の高率税率（higher rate）を 1974 年 11 月 18 日に採用したが、
1975 年 5 月 1 日以降には、その他の一定の物品にも適用している。高率税率が 1976 年 4
月 12 日に 12.5％に引き下げられ、標準税率が 1979 年 6 月 18 日に引き上げられたのに伴い、
高率税率は廃止された。1991 年 4 月 1 日に標準税率は再び 17.5％に引き下げられ、さらに、
国内燃料等の一定の物品・サービスには 8％の軽減税率（reduced rate）が 1993 年 12 月 1
日に導入され、1997 年 9 月 1 日に 5％に引き下げられている。標準税率は、2008 年 12 月
1 日から 2009 年 12 月 31 日まで 15％に引き下げられ、再度、2010 年 1 月 1 日に 17.5％に
戻され、2011 年 1 月 4 日から現行の 20％に引き上げられた 7)。










　第 6 指令の修正版である 2006 年 EU 理事会指令は、VAT に関する基本方針として、（1）
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表 1　EU 主要国の複数税率適用状況
出所： European Commssion, VAT rates applied in the Member States of the European Union, 2018, pp. 
23-119 を参考に筆者作成。N/A は適用無し、ex は非課税を示している。
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も関わらず、そうした低所得世帯への現金移転は OECD 諸外国 36 か国の中でも、 下位
から 8 番目である 14)。




万円であり、世帯主年齢が 50-54 歳の階級が全階級の中で 高金額の 777.2 万円となる。
一般的に、労働・生産年齢とされる 65 歳までの階級においては、29 歳以下の階級が 320.5
万円の 低金額となる。また、60 歳を超えると、年金などの現金給付が増大するため、
60-64 歳の総所得 613.8 万円は、労働・生産年齢としては成熟期とみなされる 40-44 歳の総
所得 683.0 万円に接近している。
表 2　世帯主の年齢階級別所得再分配状況
出所： 厚生労働省『平成 29 年所得再分配調査報告書』厚生労働省政策統括官、





歳以上ではすべてプラスとなる。税負担率が社会保険料負担を上回る 65-69 歳、70-74 歳、
75 歳以上の純受取率は、それぞれ 37.3％、57.5％ 、82.6％であることから、高齢世代にお
ける給付が大きな役割を果たしているとともに、現役世代が高齢者世代を支える典型的な
社会保障体系となっている。
　しかしながら、それと同時に、「純受取率」10.6％の 29 歳以下と表 1で一番近い総所得
層に当たる 75 歳以上の「純受取率」82.6％とを比較した場合に、同じ所得者層に対する
給付のバランスが取れていないことがわかる。なお、「社会保険料負担率」に関しては、
貧階級の 29 歳以下が 10.9％であり、約 2 倍の総所得者層である 60-64 歳階級の負担率
10％と変わらない。
　このように、わが国の所得税は、労働・生産年齢の低額所得者に対する所得再分配状況
が OECD 諸国の中でも非常に低く、とりわけ、社会保険料が大きな負担となっている 15)。
社会保険料に関して、わが国における厚生年金保険の計算は税引前の給与に対して一定率
の保険料が課され、事業主負担である半額を差し引いた残額（半額）が給与から天引きさ





出所： 厚生労働省『平成 29 年所得再配調査報告書』厚生労働省政策統括官、28-29
頁の第 4 表を参考にして算出・作成。
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ど、高い社会保険料の負担が強いられている。平成 17 年（2005 年）の『国民年金被保険
者実態調査』によれば、国民年金保険の滞納者の 4 割強が世帯年収 200 万円以下であっ
た 16)。
　平成 28 年（2016 年）に厚生年金保険の適用対象が拡充されたのに伴い、これまで加入
することができなかった非正規雇用者の場合でも、週 20 時間以上働く短時間労働者、す
なわち、学生を除き、雇用期間が 1 年以上見込まれ、賃金月額が 8.8 万円以上であり、被
保険者数が常時 501 人以上の企業に勤める者は、厚生年金保険への加入が可能となった。
このことから、国民年金保険の未納者数は減少しているが、依然として、同平成 28 年度




　翻って、厚生労働省の『生活保護の被保護者調査』によれば、平成 30 年度（2018 年度）
の生活保護世帯総数のうち、全体の半数を高齢者世帯が占めており、高齢者世帯 53.3％、





































































引等、全 17 項目が非課税項目に挙げられている（消法 6 ①、②、6 別表第 1、6 別表第 2）。
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　ところで、わが国の消費税では、EU 型 VAT と同様に、多段階課税を前提として「前段
階税額控除方式」が適用されている。事業者が商品販売を行う際、消費税額を価格に含め










































　たとえば、参照利子率を 4％として、銀行から借り手 A が資金 1,000（貸出利率：9％）
を借り入れ、預金者 B が 1,000（預金利率：3％）を銀行に預金した場合、FISIM に基づく
貸付サービスの付加価値は 50（＝1,000 ×（9 － 4）％）、預金サービスの付加価値は 10（＝






　図 1の数値例を用いて、消費税額 10％とした場合の課税関係を整理する。借り手 A は、
借入れ 1,000 に対して 90（＝1,000 × 9％）の支払利息が生じるが、このうち、付加価値は
50 であるため、税額は 5（＝50 × 10％）となる。一方、預金者 B は、1,000 の預金に対し
て 30（＝1,000 × 3％）の利息を受取利息が生じる。このうち、付加価値は 10 であるため、
税額は 1（＝10 × 10％）となる。その結果、借り手 A の返済額は、税込 1,095（＝1,000×9％






出所： Offi ce for National Statistics, Financial intermediation services indirectly measured (FISIM) 







ビス税（Goods and Services Tax：以下、GST と略す）を取り上げる。現在、世界で も




GST・トランス - タスマン・インピュテーション法およびその他規定」（GST, Trans-Tasman 
Imputation and Miscellaneous Provisions Act 2003）31) において、「1985 年物品・サービス税法」
（Goods and Services Tax Act 1985: 以下、GST Act 1985 と略す）を 2003 年に改正した「2003








　2003 年 GST 法第 20 条 E 項によれば、現金取引（dealings with money）、特定の証券取引
（certain dealings with securities）、貸出・ローン（credit and loans）、退職年金を含む生命保険
（life insurance :including superannuation）、配送ができない先物契約・金融オプション（non-
deliverable futures contracts and fi nancial options）、利息・元本・配当金の支払い・徴収およ
び有価証券を含む関連取引（payment and collection of interest, principal, dividends and amounts 
relating to transactions involving securities）、さらに、債務・株式・生命保険に関する仲介
（intermediation and brokerage services relating to the supply of debt, equity and life insurance）の




の対象取引となる（GST Act 1985: Secs. 11A(1)(q) and (r)）。控除できる金額は、金融サービ
スを受けた事業者の課税・非課税供給の割合によって算定される（GST Act 1985: Sec. 20C, 






















を適用している。年間所得（adjusted net income）が 37,789 ドル（おおよそ約 290 万円）以
下の世帯に対して、基礎給付額（basic credit）として 580 ドル（おおよそ 4 万 5,000 円）が
付与され、子供 1 人当たり 153 ドルの給付額が加算される。子供を持つ未婚（single）・別
居（separated）・離婚（divorced）・寡婦（widowed）の者には、基礎給付額 290 ドル、1 人
目の子供に対する給付額（credit for fi rst child）290 ドル、さらに追加的給付額（additional 
credit）153 ドルの合計 733 ドル（おおよそ 5 万 5,000 円）が付与され、2 人目以降の子供
に対しては、1 人あたり 153 ドルの給付額が加算される 35)。
















が平成 25 年（2013 年）5 月 31 日に公布され、平成 28 年（2016 年）1 月 1 日に施行された。
さらに、資本金 1 億円超の法人、投資法人、相互会社、特定目的会社等に対して、令和 2
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年（2020 年）4 月 1 日以後に開始する事業年度より電子申告が義務化され、電子申告によ
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